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Ｉ「マクモニーズ・レポート」公表までの経緯
英国では，会計実務における差異と多様性のある諸領域を縮小し，全英的な
財務会計処理・報告基準を展開する目的で，イングランド・ウェールズ勅許会
計士協会（InstituteofCharteredAccountantsinEnglandandWales-以下
ICAEWと略す）の会長であったリーチ（RLeacb）を初代委員長とする会計
基準運営委員会（AccountingStandardsSteeringCommittee-以下ＡSSC
と略す）が1970年１月にプライベートな会計基準設定機関として設立された。
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同年４月にはスコットランド勅許会計士協会（InstituteofCharteredAccount‐
antsofScotland-以下ＩＣＡＳと略す)，アイルランド勅許会計士協会
(InstituteofCharteredAccountantsoflrelan｡）および公認会計士勅許協会
(CharteredAssociationofCertifiedAccountants，当時の名称は，公認会計士
協会：AssociationofCertifiedAccountants）が加盟し，７１年に管理会計士勅
許協会（CharteredInstituteofManagementAccountants，当時の名称は，原
価・管理会計士協会：InstituteofCostandManagementAccountants)，さら
に76には財政・会計勅許協会（CharteredlnstituteofPublicFinanceand
Accountancy）からも委員が派遣きれている。1976年２月１日からＡSSCは，
英国における主要な６会計士団体の全体的な協議機関である会計団体諮問委員
会（ConsultativeCommitteeofAccountancyBodies-以下ＣＣＡＢを略す）
の会同委員会（86年１月１日以降はＣＣＡＢ自体の－委員会）として再編成さ
れ，会計基準委員会（AccountingStandardsCommittee-以下ＡＳＣと略
す）と改名されている。ＡＳ(S)Ｃの第一の目的は，会計諸概念を定義し，会
計実務に関する権威ある基準として「基準会計実務書」（StatementofStand‐
（１）
ardAccountingPractice----以下ＳSAPと略す）を作成することにある。
しかしながら，ＳＳＡＰはピース・ミール方式により個々の会計問題ごとに切
り離して取り扱われ，しかもγ実務から帰納する実用的アプローチ
(pragmaticapproach）によって作成されるため，ＳＳＡＰ間に首尾一貫性が欠
如し，多くの代替的方法が容認されている。ツウィーディー（DPTweedie）
が指摘しているように，その根本的欠陥は，会計報告書の目的に関する議論を
（２）
行うことなく，会計基準を設定してきたことによる。そこでＡＳＳＣは，「財務
（３）
報告書の基本目的および利用者のニーズの再検討が不可欠である」と認識し，
公表財務報告書の範囲と目的を検討するディスカッション・ペーパーとして
｢コーポレート・レポート」（Ｔ/ieCbやomZeRePo7Z）を1975年７月に公表した。
このディスカッション・ペーパーでは，会社報告書の範囲・利用者のニーズ・
基本目的，追加的な財務情報・計算書の種類，財務諸表における会計諸概念・
測定基準等が，現行会計制度にとらわれることなく，理念的に考察されている。
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パーカー（RHParker）も評しているように，「コーポレート・レポート」
（4）
は「法規や会計基準に説明されなかった革命的な著作」であり，会計人が現実
に直面している解答を示すことを目的とするものではなく，会社報告書に関す
（５）
ろ1守来の議論の出発点として用意されたものである。基準設定に対する理論的
アプローチ（theoreticalapproach）が展開されており，1971年１１月に公表さ
れたＳＳＡＰ２号「会計方針の開示」（継続企業，発生主義，継続性，慎重性と
いった基本的会計概念が取り扱われている）を別にすれば，ASSＣ設立後に
おける「概念的フレームワーク」の原点として位置づけられるであろう。
「コーポレート・レポート」は，公共的アカウンタビリテイ（public
accountability）という概念を導入することによって，利害関係者を投資者，
従業員，取引業者のほかに，アナリスト・アドバイザー，政府および一般大衆
（６）
にまで広げた。そこでは，財務報告の目的を利用者の意思決定に有用な,|胄報の
提供にあるとする「意思決定・有用性アプローチ」（decision-usefulness
approach）が採用されている。この目的を達成するためには，会社報告書は
目的適合性，理解可能'性，信頼`性，完全性，客観`性，適時性および比較可能性
（７）
といった特質を具備しなければならないとぎれた。
さらに，会社報告書の現状およびそれに伴う弱点を備うために，貸借対照表，
損益計算書，資金計算書という現行の財務諸表の体系に加えて，付加価値計算
書，雇用報告書，対政府取引計算書，外貨建取引明細書，将来予測説明書，会
（８）
社目的説明書の提供が勧告されている。
「コーポレート・レポート」によれば，損益計算書は業績の測定（measure
mentofperformance）に関連する一方で，資本維持と利益処分可能性の測定
(measurementofcapitalmaintenanceandincomedistributability）にも利用さ
れる。もし価格変動時に取得原価主義（historicalcostbasis）が採択されるな
らば，収益がカレントな価格で計上されるのに対し，費用は過去の取引価格に
基づいて測定され，同一価格水準での費用・収益対応計算は不可能となる。し
たがって，業績の過大表示・過小表示が生じ，資本維持は保証できない。また，
資産もそれぞれ取得時点の異なった価格水準で評価きれ，貸借対照表上の会計
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数値の同質性が阻害される。ＡSSCは，1975年現在の段階において，財務諸
表の作成に取得原価主義を採用しなければならないとしながらも，これだけで
は不適切であり，時価主義（currentvaluebasis）の導入が情報利用者のニー
ズに応えるために必要であると考えている。そこで，(1)取得原価主義（①取得
原価法，②現在購買力基準）および(2)時価主義（①取替原価法，②正味実現可
能価値主義，③正味現在価値基準，④企業にとっての価値基準）を検討し，長
（９）
所・短所を指摘した。「コーポレート・レポート」は，前記の測定基礎のうち
｢企業にとっての価値」（valuetothefirm）に好意的である。しかし，結論と
して，どの測定基準も利用者ニーズのすべてを満たすことができないので，異
なる利用者ニーズに応えるように考案された多数の適切な測定基準，たとえば
｢多欄式表示」（multi-columnpresentation）の利用によって，業績・財政状態
（１０
にｽﾞｵする数値を付与することが提唱されている。
当時のＡＳＳＣの見解によれば，実行可能かつ標準化された時価主義会計が
展開されるまでは，暫定的ＳＳＡＰ７号（1974年公表）で示された方法（インフ
レ修正会計）による財務諸表が提供されるべきであり，しかも，暫定的ＳＳＡＰ
７号が採用しているような補足的財務諸表としてではなく，主要財務諸表とし
て報告きれるべきである。そして，一般物価修正を加えた時価法が業績・財政
状態を測定する最善の手段を提供するであろうことは，近いうちに明らかにな
（11）
ると信じられている。つまり，「コーポレート・レポート」は，前田貞芳教授
も述べられているように，短期的には取得原価とインフレ修正原価を核とする
多欄式報告書（multi-columnreports）を，基本的・長期的には時価情報も含
（１２
む多欄式報告書を提唱しているとみることができる。
1981年１月に，『ワッツ・レポート」（WtZttSRePort）と通称されている「会
計基準の設定」（SbZti"gACcoⅨ"Z/"ｇＳｔα"dZI伽）がＡＳＣによって公表された
が，このレポートでは，基準設定機関の構成・基準設定プロセスの改善等の提
案とともに，将来の会計基準設定のための財務会計および財務報告に関する慨
（１３
念的フレームワークの必要`性が認識されている。しかし，概念的フレームワー
クの作成は，実行に移されなかった。
－３２－


















